
１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 702ｈａ

③地区内における７０才以上の農業者の耕作面積の合計 296ｈａ

かつらぎ町

河南
（西渋田、島、日高、星山、御所、
星川、東渋田、宮本、平沼田、寺
尾、兄井、三谷、教良寺、山崎、志
賀、天野、新城、花園久木、花園
中南、花園新子、花園北寺、花園
梁瀬）

令和2年12月16日 令和4年12月27日

①地区内の耕地面積 1,113ｈａ

実質化された人・農地プラン

市町村名

　後継者不足については、地区外からの新規就農者や女性農業者、定年後の就農を考えている方の参入を積極
的に推進し、担い手の確保・育成を推進する。
　農業者や就農希望者などにも情報が届きやすいシステムの構築やマッチングなどについて検討し、担い手の確
保に努める。

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 114ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 66ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 2.51ｈａ

（備考）

　農業従事者の高齢化により、今後の農業人口の減少及び将来の担い手不足が懸念される。
　農業に係る人材が不足しており、担い手の育成・確保が困難であることや、急なトラブルが起こったときに耕作
を頼めるところがない。
　高齢化による農地の維持管理が困難になっており、そのことに伴い耕作放棄地が増加し、現在、耕作中の園地
にも獣害等の被害が及んでいる現状がある。
　対象地区の農地は作業負担の大きい急傾斜地が多く、新たな担い手が見つかりにくい。
　地域組織の弱体化により、地域での協議の場が減少している。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　農地の集約化については、農地中間管理機構の活用や適切な農地の活用を見極める協議の場を検討し、情報
共有を行うことで、適切に担い手へつなげる。

対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日
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４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

（参考）　農地の貸付け等の意向（任意記載事項）
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（地域農業の活性化に取り組む方針）
　・地域の協働組織による農業経営管理を検討し、経営の向上を目指す。
　・中山間地域等直接支払制度等の補助事業の活用やボランティアなどの組織による地域農地の維持管理に
　取り組む。
　・情報共有等の地域の協議の場を育成する。
　・明るい地域農業情報をSNSなどで発信するとともに、移住者を受け容れる体制づくりについて検討する。

（新規就農者等の受け入れに関する方針）
　・経営マネジメント等、新規就農者の課題を理解したサポートに積極的に取り組み、新規参入者や女性農業者、
定年後の就農を考えている方の育成に努める。
　・地域農業の魅力を農業以外の視点からも発信する。
　・既存の農業団体などの周知をし連携することで、横のつながりを強化する。

　　26名 果樹他 果樹他4,487 4,738

（新規・特産化作物の導入）
　・地域農産物（桃等）の特産化を目指す。
　・新たな産地化できる作物の発掘。

河南地区 7,338 0 8,335

農地の所在（地番）
貸付け等の区分（㎡）

貸付け 作業委託 売渡

（基盤整備への取組）
　・区画整理等園地改良を行い農地の条件の改善を目指す。

（鳥獣害被害防止対策の取組）
　・獣害の起きにくい農作物の導入を検討する。
　・新たな獣害に対しての物理的な対策を行う。

(作物生産に関する取組方針）
　・適地適作の検討及び新たな高収益作物や有機栽培等の導入を検討する。
　・新技術の習得や地域での情報共有を行い、農業技術の向上を図る。

(農地中間管理機構の活用方針）
　・関係機関が連携し、農地中間管理事業の促進を図るため、機構に対し情報提供と事業の協力を行う。
　・経営規模の拡大を図ろうとする中心経営体に利用権の集積を中心とした農地の流動化を促進する。


